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１．はじめに

本稿は、明治中 ・ 後期において、比較的に小規模な鉱山・炭鉱を稼行していた大阪鉱業株式会社の
経営について、その経営陣の変遷、および財務状況の推移に焦点をあてつつ、検討することを課題と
する。

戦前期における主要産業であった金属鉱業、および石炭産業に関する産業史研究、および鉱業経営
史研究については非常に厚い蓄積がある。しかし、その経営史的分析の中心となっているのは、財閥
系企業を中心とする巨大経営であり、資料上の制約から、中規模以下については時代を問わずほとん
ど検討がなされていないのが現状である。石炭産業についてみると、その数少ない例外として、丁振
聲と長廣利崇の研究が挙げられよう 1）。ただ、いずれも大変貴重な研究ではあるが、研究対象時期が
両大戦間期、すなわち石炭産業において経営規模別の格差構造が確立しつつある時期に関する研究で
あった 2）。また、個別経営の内部資料にまで立ち入って分析がなされているのは小林鉱業のみであり、
地域的な対象としては、その問題関心から筑豊地域が主となっている。石炭産業の勃興期である明治
期の、筑豊以外の地域における中小炭鉱経営のあり方は、研究史上ほぼ空白のままとなっているといっ
てよい。本稿が対象とする大阪鉱業の稼行する鉱山・炭鉱の産出量はいずれも小さく、『本邦鉱業一
斑』（1905年時点では製銅量５万斤以上、産炭量３万トン以上が掲載対象）・『本邦鉱業ノ趨勢』（産炭
量１万トン以上を掲載。ただし、1914年～）など基幹的な統計にもほとんど記載されていなかったの
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1 ） 丁振聲「昭和恐慌期の石炭独占組織の動揺」近代日本研究会編『年報・近代日本研究13　経済政策と産業』山川出版
社、1991年、長廣利崇『 戦間期日本石炭鉱業の再編と産業組織』日本経済評論社、2013年の第Ⅲ部が挙げられる。

2 ） 荻野喜弘『筑豊炭鉱労資関係史』九州大学出版会、1993年。
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で、主たる研究対象となることはもちろん、先行研究において言及されることも少なかった。そのよ
うななかで、比較的に多くの史実が記載されているのは、初期の銅山経営期に関しては、『近代日本の
伸銅業』であろう 3）。新聞記事などを用いつつ、大阪鉱業の初期経営陣が、日本製銅株式会社の経営
陣と重なっていることを示している。釧路炭田進出期については、1957年刊行の『釧路市史』が存在
する。同書は、『殖民公報』などを駆使しつつ、大阪鉱業が稼行した炭鉱の鉱区は日本炭鉱

（ママ）

株式会社、
共立商

（ マ マ ）

会を経て、1905年に大阪鉱業の手に帰したこと、支配人は逸身豊之助
（ママ）

という人物で、積極的な
経営を行っており、1910年には２万3,450トンの出炭量であったこと、1913年の不況の際に逸身の経営
方針は破綻して経営から退き、加藤光三郎が支配人に就任したこと、その後も事業を維持していたが、
1916年に三井鉱山株式会社との間で炭鉱売買契約が成立し（35万円で売却）同年より三井釧路炭鉱と
なったことなどが示されている 4）。人名や数字などに不正確な部分もあるが、大筋で同炭鉱の経営を
把握できている。以上の内容については、それ以後の釧路炭田史における記述においても踏襲されて
いるようである 5）。これら以外では、明治期における釧路別保炭鉱の採掘に「木材業者」が関わって
いたことが推測されている程度である 6）。いずれの著作も、伸銅業や、釧路炭田全体の歴史を描くこ
とを眼目としており、大阪鉱業の経営や、財務内容の変遷については、ほとんど明らかになっていない。

本研究は、大阪鉱業の経営内部資料を活用することにより、上述した空白を埋める作業を行ってい
くが、もちろん、こうした消極的な存在意義にのみ留まるものではない。本稿が対象とする明治中～
後期（1890～1900年代）は、鉱山業・石炭業ともに産業の勃興期であり、未開発の鉱区も多く存在し
たため、専門的な技能・知識を有する鉱山・炭鉱経営者以外にも、種々雑多な人々が、両産業に参入
した時代であった 7）。そして、その多くは事業に成功することはできずに鉱区・事業を売却して撤退
しており、なかには大幅に財産を損なうことになるケースもあった 8）。本論で詳述するように、大阪
鉱業の場合、当初は産銅業関係の専門家が企業を立ち上げ、経営陣に収まっていたが、創業後数年も

3 ） 産業新聞社編『近代日本の伸銅業』産業新聞社、2008年。
4 ） 渡辺茂編『釧路市史』釧路市役所、1957年、371～377頁。「35万円」の出所は明確ではないが、『釧路市立郷土博物館新
聞』第42号、1955年、142頁に、ほぼ同様の記述がある（執筆は、太平洋炭礦株式会社の事業史編纂者である小野田弘）
ので、恐らくこれであろう。

5 ） 「釧路炭田」研究会『釧路炭田』釧路市、1974年、135～137頁、釧路町史編集委員会編『釧路町史』釧路町役場、1990
年、908～909頁、石川孝織・佐藤冨喜雄・坂田元・松下泰夫編『釧路炭田産炭史』北海道産炭地域振興センター・釧路
産炭地域総合発展機構、2011年、16頁。いずれも、大阪炭鉱の売却代金は「35万円」とされ、『釧路市史』と同様である。
ただし、『釧路町史』は1907年の出炭量を３万トンとしているが、これは過大である。また『釧路炭田産炭史』は、大阪
鉱業の稼行期間を14年間としているが、これは共立合資による稼行期間を、大阪鉱業による稼行期間と接続してしまっ
ているものと推測され、誤りである。

6 ） 左合藤三郎「北海道地方炭鉱の開発と展開概況（Ⅲ）」『エネルギー史研究ノート』第６号、1976年。本論で詳述する
ように、釧路炭田進出期に社長を務めた清水栄次郎、同時期に実質上の経営の中心にいた十三代永田藤兵衛（以下、大阪
鉱業の経営に携わった藤兵衛について「十三代」を略す）は、いずれも木材業者であるので、この推測は誤りではない。

7 ） たとえば、1910年代に、ともに三菱合資会社に買収される美唄炭鉱、大夕張炭鉱は、それぞれ飯田延太郎（弁護士）、
京都合資会社（社長は、元衆議院議員の坂本則美）により経営されていた（三菱鉱業セメント株式会社総務部社史編纂
室編『三菱鉱業社史』三菱鉱業セメント株式会社、222頁）。

8 ） 小川功は、破綻経営者の一類型である「虚業家」の特徴の一つとして「商品相場、株式、不動産、鉱山など、投資と
いうよりむしろ投機性の高い分野に公私ともに深く関わる」を挙げ、例として松谷元三郎（八溝金山）、香野蔵治（扇田
炭鉱など）、小山田信蔵（北海道炭礦鉄道監査役など）、河村隆実（千葉県大網の炭田開発）らを取り上げている（小川
功『企業破綻と金融破綻』九州大学出版会、2002年。同「『虚業家』による泡沫銀行の利権保有と鉱業投資」『彦根論叢』
第360号、2006年、同『虚構ビジネス・モデル』日本経済評論社、2009年も参照）。
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たたずして、大阪の両替商出身で、逸身銀行などを営む逸身家、さらには奈良県の山林地主である永
田家を中心としたグループによる経営へと移行していった 9）。このような経営陣の変遷を跡づけると
ともに、財閥系鉱業経営にみられるような専門経営者群とは異なる人々が、いかにして鉱業経営と向
き合ったのかを描き出すことは、企業者史研究において積極的な意味をもちうるであろう。

この点で重要なのは、大阪鉱業の経営者に対する世間的な評価である。上述の通り、研究としての
言及はほとんどないが、同時代の新聞、および大阪鉱業が稼行した炭鉱を引き継いだ太平洋炭礦株式
会社の社史資料などに、逸身豊之輔に関し、若干の言及がある。前者については、逸身が大阪鉱業取
締役を退任した直後の記事であるが「唯前任支配人逸身某の放漫なる経営振りは会社財政の紊乱を醸
もし遊惰淫逸妾宅を搆い日夜酒色に耽溺して社業を顧みず（中略）為めに数万の欠損負債を生し取引
商人に支払せさるのみならす甚しきは従業坑夫等に米噌の供給すら出来さる窮境に陥り人をして社業
の前途を危ぶましめたり」と、甚だ辛辣である 10）。他方、社史資料は「大阪炭礦が、釧路鉱業界にも
たらした功績はきわめて大きい」とし、豊之輔については「大阪において銀行業に失敗して、これを
再興するため、関西の富豪永田藤兵衛の後援により炭礦会社を創設し（中略）大いに事業の拡張を図っ
たのである。しかし経営方針が放任主義で、採炭関係には努力するが販路に意を注がなかったため、
出炭量の多い割に営業が不振であつた」 11）とする。豊之輔の問題を指摘しながらも、出炭量増大につ
いては一定の評価を与えている。本稿は、大阪炭山期 12）における財務状況、および経営陣の経営行動
を、経営内部資料によって跡づけることで、同社経営陣に対して確定的な評価を与える作業を行いたい。

以下、本稿の分析については、主として永田家文書（永田家所蔵、奈良県立図書情報館保管）を用
いる。同文書には、大阪鉱業創業期から清算期までの財務情報、人事資料、および鉱山・炭鉱の山元
資料や、売銅・売炭関係の資料が多く含まれている。これらにより、同社の生産、労務、販売から福
利厚生に至るまで、検討できる対象は幅広いが、本稿では上記の課題に限定し、その他については別
稿を期する予定である。

２．大阪鉱業株式会社経営の概要

大阪鉱業の株主、および重役の構成を検討すると、同社は①創業～1897年頃（鉱業関係者の人脈が
中心）、②1897年頃～1907年頃まで（逸身家・永田家グループを中心とした鉱山経営）、③1907年～1912

9 ） 逸身家については、逸身喜一郎・吉田伸之編『両替商銭屋佐兵衛』東京大学出版会、2014年、永田家については、中
西聡「近代吉野林業地帯と産地銀行」『地方金融史研究』第48号、2017年を参照。

10） 『北海タイムス』1913年５月31日（神戸大学経済経営研究所新聞記事文庫・石炭01－069）。
11） 太平洋炭礦株式会社釧路鉱業所「太平洋炭礦株式会社事業資料・第一輯黎明編」（釧路市立中央図書館所蔵）、30頁。
12） 注11の資料に明言されている通り、同時代の人々は「大阪炭山」という会社が創設されたもののように考えていたが、

組織上はそのようにはなっておらず、大阪鉱業の一組織として大阪炭山釧路事務所が存在していた。同時代の人々が上
述のように考えたのは、「大阪炭山」そのものが、独立の会社であるかのようにふるまったためである。この点は、本論
で詳述する。釧路において炭鉱経営をおこなった組織については、資料上の用語などを除き、「大阪炭山」と呼称する。
また、大阪鉱業が稼行した炭鉱そのものは「別保炭鉱」、または「大阪炭鉱」と呼ばれていたが、同時期には釧勝興業が
稼行した「別保炭鉱」も存在しており（後に、いずれも三井鉱山株式会社に買収される）、混同を避けるため、本稿では

「大阪炭鉱」と統一して呼称する。
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年（逸身豊之輔による釧路炭鉱経営）、④1913年頃～炭鉱売却まで（加藤光三郎支配人を中心とした炭
鉱経営）の４つの時期に区分される。以下、上述の区分を意識しつつ、同社の経営を概観していこう。

（1）創業
大阪鉱業は、1894年11月５日に本社創立願書が大阪府庁を経て農商務大臣に提出され、それが12月

18日に認可されることで設立されている。同年12月19日には創立事務所が大阪市西区江戸堀に設置さ
れ、12月26日には創立総会が開催されている 13）。総会の際の創立委員は廣瀬坦

たいら

・辻吉
きつ

敬
けい

、備
びん

仲
なか

傳助が
務め、その場で取締役として３名が選出され、監査役として都築温太郎、大島甚三が選出されている。
そして、取締役のなかから辻が専務取締役に就任することとなった（設立当初、社長は不在）。創立総
会の議事進行を担った廣瀬と、専務に就任した辻が、創業期大阪鉱業の中心的な人物であった。

廣瀬は、工部省鉱山寮官員を経て1879年に住友に入社し、その後1882年から1892年まで別子銅山に
おいて支配人を務めた人物である 14）。別子銅山支配人を退任後、大阪鉱業の創立とほぼ同時期に、日
本製銅株式会社の設立に携わり、同社社長も務めていた。

辻も、同様に銅山経営に関わっており、廣瀬とともに日本製銅の設立（1895年４月）に関与し、同
社取締役を務めている。廣瀬・辻のみでなく、大阪鉱業創立時の取締役・監査役は、全員が日本製銅の
役員でもあった 15）。つまり、大阪鉱業は、産銅業・製銅業関連の人脈によって創立されたのであった。

この点は創業期の役員、および株主の構成を確認すると、一層はっきりする。表１・２は、大阪鉱
業の役員、および主要株主を、時系列で並べたものである。創業期に支配人を務めた河野貞五郎は元
別子銅山採鉱課長であり、廣瀬の部下であった。また1897年に、廣瀬・備仲とかわって取締役に就任
する廣塚卯兵衛は大阪の銅商であり、岩佐巌は東京大学理学部教授を経て、1886より別子銅山工師と
して勤務していた 16）。株主構成をみても、創業時である1895年７月には、廣瀬・備仲・辻の大阪鉱業
持株合計は1,270株であり、総株数の４分の１以上を占めていた。

後述するように、1900年代には逸身家・永田家による「同族企業」的な色彩の濃くなる同社である
が、創業時の性質はだいぶ後年とは異なっていた。ただし、当初から両者に接点がなかったわけでは

13） 大阪鉱業株式会社「考課状綴」（永田家所蔵、奈良県立図書情報館保管、68－19－５。なお、以下「68」より始まる資
料番号を付した資料はいずれも永田家文書であるので、この点の記載は省略する）。創立事務所の設置と創立総会の開催年
は、資料上では1895年であるようにも読めるが、資料の作成年月日、および創立願書の提出時より、1894年と判断した。

14） 住友金属鉱山株式会社住友別子鉱山史編集委員会編『住友別子鉱山史（上巻）』住友金属鉱業株式会社、1991年、370
頁。1878年時点で、工部省鉱山局七等属であった（『官員録』1878年７月）。廣瀬の名前については、「たん」とルビがふ
られているものもあるが（前掲『近代日本の伸銅業』、236頁。その原資料は、『大阪朝日新聞』1895年４月16日）、ここで
は『住友別子鉱山史』のルビに従った。

15） 日本製銅の役員構成、および辻の経歴については、前掲『近代日本の伸銅業』、236～237頁を参照。辻は、1894年には
日本晒粉株式会社の社長を務めており、同時期に備仲は同社の監査役を務めていた。備仲は、1895～96年において大阪
銅鉄取引所の仲買人でもあった。大島については、大阪鉱業創業以前の役職は不明であるものの、1896年以降は大阪晒
粉（取締役、1905年より専務取締役）、日本礦油（監査役）、日本炭礦（取締役）などで辻、備仲らとともに役員を務め
ている（『日本全国諸会社役員録』商業興信所、各年版による）。

16） 廣塚の名前は、大阪銅鉄取引所仲買人として確認できる（1895～96年）。また、日本礦油（社長、1900年より常務取締
役）、関西採炭（取締役）、阪神曳船（取締役）、大阪燐燧（取締役）などで、辻、備仲、大島らとともに役員を務めてい
る（前掲『日本全国諸会社役員録』、各年版を参照）。岩瀬については、前掲『住友別子鉱山史』、402～403頁を参照。
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表１　役員・支配人の推移
創業時 1897年上期 1897年下期 1898年上期 1898年下期 1899年上期 1901年下期 1903年下期

社 長 福本元之助 福本元之助 福本元之助 福本元之助 福本元之助 清水栄次郎
専 務 辻吉敬 辻吉敬 辻吉敬

取締役
廣瀬坦 廣塚卯兵衛 廣塚卯兵衛 辻吉敬 辻吉敬 辻吉敬 辻吉敬 福本元之助

備中傳助 岩佐巌 岩佐巌 古子喜十郎 古子喜十郞 古子喜十郎 古子喜十郎 古子喜十郎
支配人 河野貞五郎 河野貞五郎 河野貞五郎 河野貞五郎 河野貞五郎

監査役
都築温太郎 都築温太郎 都築温太郎 都築温太郎 大島甚三 大島甚三 安井勝潔 安井勝潔
大島甚三 大島甚三 大島甚三 大島甚三 岩佐巌 安井勝潔

　 1904年下期 1905年下期 1908年上期 1909年上期 1910年上期 1911年上期 1912年下期 1913年上期
社 長 清水栄次郎 清水栄次郎 清水栄次郎

取締役
古子喜十郎 古子喜十郎 古子喜十郎 清水栄次郎 逸身豊之輔 清水栄次郎 清水栄次郎 清水栄次郎
逸身豊之輔 逸身豊之輔 逸身豊之輔 古子喜十郎 古子喜十郎 逸身豊之輔 畠山壽太郎 畠山壽太郎

永田藤平 逸身豊之輔 畠山壽太郎 畠山壽太郎 安田行蔵 安田行蔵
支配人 加藤光三郎
監査役 安井勝潔 福本元之助 福本元之助 福本元之助 福本元之助 福本元之助 福本元之助 福本元之助

出所）大阪鉱業株式会社「考課状綴」（永田家所蔵、奈良県立図書情報館保管、68－19－15）。
注）変化のあった期のみ、抽出している。上期は１～６月、下期は７～12月。

表２　大阪鉱業の主要株主
創業時 1897年上期 1898年下期 1902年上期 1903年上期

廣瀬坦 600 共立合資会社 735 尾崎義方 482 共立合資会社 388 清水栄次郎 1,202
備仲傳助 550 備仲傳助 679 共立合資会社 383 逸身佐一郎 302 清水益次郎 145
笹部専助 220 笹部専助 340 笹部専助 120 延原廣吉 280 福本元之助 100
山中直七 200 辻吉敬 250 木咲耕一郎 112 北川熊次郎 232 濱崎永三郎 75
上田虎治 200 木咲耕一郎 225 山本善兵衛 105 福本元之助 100 辻吉敬 50

大桑竹三郎 155 山本善兵衛 225 福本元之助 100 辻吉敬 75 古子喜十郎 50
辻吉敬 120 神谷佐兵衛 210 辻吉敬 100 濱崎永三郎 75 安井勝潔 50

阪口芳松 120 岩崎市郎衛門 185 今井勢左衛門 95 大島甚三 75 水谷清兵衛 50
中江鶴吉 110 大島甚三 150 大島甚三 75 古子喜十郎 50 増田卯兵衛 35

大島甚三他５名 島徳治郎他５名 150 濱崎永三郎 75 安井勝潔他１名 50 三浦観次郎 27
高木嘉兵衛 80 高木嘉兵衛 120 高木嘉兵衛 60 　
福本元之助 50 福本元之助 75 　 　
株式総数 4,900 7,400 2,700 2,000 2,000
株主数 83名 93名 65名 37名 30名

1906年下期 1907年上期 1908年上期 1911年上期 1913年上期
清水栄次郎 1,232 清水栄次郎 1,232 清水栄次郎 1,232 清水栄次郎 1,232 清水栄次郎 1,232
清水益次郎 145 逸身豊之輔 181 永田藤兵衛 199 永田藤兵衛 209 永田藤兵衛 364
古子喜十郎 120 清水益次郎 145 逸身豊之輔 175 逸身豊之輔 175 永田富之助 125
福本元之助 90 古子喜十郎 120 古子喜十郎 120 古子喜十郎 130 福本元之助 90
濱崎永三郎 75 福本元之助 90 福本元之助 90 福本元之助 90 永田郁三 50
逸身豊之輔 56 水谷清兵衛 50 永田藤平 50 畠山壽太郎 50 畠山壽太郎 50
永田藤兵衛 50 永田藤兵衛 50 水谷清兵衛 50 水谷清兵衛 50 安田行蔵 50
水谷清兵衛 50 三浦観次郎 27 鈴木伊兵衛 20 鈴木伊兵衛 20 永田良 34
増田卯兵衛 35 鈴木伊兵衛 20 逸身小一郎 17 逸身小一郎 17 中野喜七郎 5
三浦観次郎 27 廣瀬岩太郎 12 廣瀬岩太郎 12 廣瀬岩太郎 12 　
株式総数 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
株主数 23名 19名 15名 13名 9名

出所）表１に同じ。
注）  表１と同様に、持株構成に大きな変化のあった期のみを抽出。1898年下期までは、上位10株主に加え高木と福本の持株数を表示し

ている。
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ない。1895年７月における第３位株主は笹部専助だが、笹部は逸身家の別家である。これに、福本元
之助（四代逸身佐兵衛の三男、逸身豊之輔の叔父、永田藤兵衛の義弟）、および高木嘉兵衛（笹部と同
じく、逸身家の別家。逸身家の資産運用会社である共立合資会社の業務担当社員）の持株を合計する
と350株であり、総株数の７％に達する。創業当初の株主構成は分散的であったので、これは軽視しが
たい数値であったといえるだろう 17）。

家業が金融業である逸身家の一族・別家がこの事業に出資した理由については、完全には明らかに
できない。ただ、福本が1893年より社長を、高木が94年より監査役を務めていることが確認できる堺
煉瓦株式会社において、辻が専務取締役を務めている。また、共立合資は大阪鉱業創業後の1896年に
釧路炭田の鉱区を取得し、石炭業への進出を図っているが、同鉱区は日本炭礦株式会社と共同での所
有であった 18）。日本炭礦では、1896年において辻と備仲が常務取締役、大島が取締役、廣瀬が監査役
に就任していた 19）。以上より、大阪鉱業の創業期経営陣と逸身家の間には、一定のつながりがあった
ことが理解されよう。他方で、後に経営の中心となる清水栄次郎、永田藤兵衛の名前は、まだ株主欄
にない。

次に、定款などによりつつ、創業期における同社の事業を概観しておこう。前述した創業総会にお
いて定款が承認されたことが記録に残っているが、現時点で確認できる最も古い定款は、1899年７月
改正時のものである 20）。それによると、冒頭に「本会社ハ金属鉱採掘製煉及石炭鉱採掘販売ヲ以テ営
業ノ目的トス」（第１条）とある。創業より10年ほどは、その収入の大半を、銅を中心とする金属の採
掘・販売によって得ていたが、当初より石炭採掘・販売も目的としていたことがわかる。実際、創業
期には高知県の上関鉱山（1895年取得）、奈良県の黒石鉱山（1896年）、滋賀県の高昌鉱山（同年）な
どとならんで、福岡県の大分炭鉱を買収している（1895年）。ただし、大分についてはほとんど採掘に
いたらないまま、翌年には中野徳次郎に売却しており、それ以後、釧路進出までは金属鉱山の経営が
中心となっている 21）。

定款については、そのほか特筆すべき事柄はない。株式数（2,700株、第６条）、取締役・監査役の
人数（取締役は３名以上、監査役は２名以上、第28条）などが定められているが、後述するように増
資・減資が相次ぎ、その際に改正がなされている（そもそも、上述の株数は増資と減資を経た後の株
数であり、定款の改正はこれにともなうものと推測される）。

最後に、大阪鉱業創業時の主たる業務であった銅を中心とする金属の販売量（産出量）については、
表３の通りである（石炭の産出量・販売量については、第４節に譲る）。特に、創業から1897年頃まで

17） 逸身家関連の人物については、前掲『両替商銭屋佐兵衛』を参照。福本については、中西聡「尼崎紡績第３代社長・福
本元之助」井奥成彦編『時代を超えた経営者たち』日本経済評論社、2017年も参照。

18） 三井鉱山株式会社「太平洋炭礦沿革史・第一編」、５頁（三井文庫所蔵、鉱山五十年史稿本443）。前掲中西「福本元之
助」、82頁も参照のこと。共立合資が所有していた鉱区は後に大阪鉱業（大阪炭山）へと引き継がれるが、このときには
採掘に至らなかったとされている。ただし、共立合資は、仙鳳趾という別の鉱区で採掘を行っていたことが資料上確認
できる（共立合資会社仙鳳趾炭山「総勘定元帳・明治参拾参年七月起」〔68－325－８〕）。この日本炭礦は、1930年代以降
に存在する同名の会社とは別会社である。

19） 『日本全国諸会社役員録』明治29年版を参照。
20） 大阪鉱業株式会社「明治三十二年七月改正・大阪鉱業株式会社定款」（68－280－３）。
21） 以上、前掲「考課状綴」を参照。
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は、順調に販売量を増加させていたこ
とがわかる。

（2）逸身家・永田家の経営参画
順調なスタートを切った大阪鉱業で

あったが、1897年には早くも経営陣に
変更が生じた（前掲表１参照）。創立委
員を務めた取締役の廣瀬・備仲が取締
役を退任したのである。２人について
は、別の会社に関して不正を働いたと
されており、大阪鉱業取締役の退任に
ついてもこれが原因であったことは間
違いない 22）。かわって、これも産銅業・
売銅業関係者である岩佐・廣塚が取締
役となったが、それよりも大きな変化
は、福本元之助が社長に就任したこと

であろう。福本が社長に就任する直前の1897年上期末には、共立合資会社が735株の大阪鉱業株式を所
有し、笹部の340株、高木の120株、福本の75株と合わせ、逸身家グループが最大の株主となっている

（前掲表２）。福本は、廣瀬らがトラブルを起こした日本製銅においても相談役として事態の収拾に当
たっていることから、ここでも同様の役割を買って出たということかもしれない 23）。

ただし、株式の動きについては、一見すると廣瀬の持株が共立合資にそのまま移動したかのように
もみえるが、実際はそうではなかった。廣瀬の持株は50～100株程度に分散されつつ、多くの株主に買
い受けられている。逸身家関係では、笹部が1895年に100株、96年に25株を廣瀬から買い受けているの
みである。共立合資の持株については、1896年に川目尭憲（255株）、丸野貞次郎（140株）など数名か
ら譲渡されたものであった。他方で、笹部より岩佐巌に50株（1896年）、同じく古子喜十郞に50株が売
却されているように、逸身家関連の持株が、産銅業関連の人脈に渡っている事例もある 24）。いずれにせ
よ、福本社長就任時に、役員・株主構成が一気に逸身家関係の人脈に塗りかえられたわけではなかった。

福本社長時代の初期には、景気の減速などから1898年上期に初めての赤字を計上したことを背景と
して、大幅な減資を断行した（公称資本金37万円→13万5,000円。払込資本金は９万8,205円→８万1,000

22） この点については、前掲『近代日本の伸銅業』、238～239頁を参照。廣瀬については、新聞でも破産問題が報道されて
いる（『読売新聞』1896年11月16日朝刊）。

23） 「大阪製銅会社の整理」『朝日新聞』1896年12月３日朝刊。1897年上期の大阪鉱業「計算報告書」役員欄において「相談
役　福本元之助」という記載の上から、朱の二重線で見え消しがなされているのも、こうした推測を裏付けるものであ
る（福本が大阪鉱業社長に就任するのは翌期）。前掲「考課状綴」を参照。

24） 大阪鉱業株式会社「明治二十八年二月起・株主異動名簿」（68－203－6）。岩佐については既述だが、古子は、1870年代
において住友の白水丸船長を務め、筑豊炭鉱の視察を行った人物であった（前掲『住友別子鉱山史（上巻）』、439頁）。

表３　大阪鉱業の金属販売量（産出量）
年 銅 含銀銅 銀 硫黄 アンチモン

1895   88,205
1896 140,506
1897 255,641 186,435
1898 197,267   55,391
1899   95,349   14,200 23,700
1900   63,960     3,535   6,000
1901   39,270   9,900
1902   62,618
1903   94,501
1904   77,395     2,325
1905 113,701
1906   11,587 45,279 5,055
1907 50,588
1908 17,528

（出所）  1905年までは前掲「考課状綴」、それ以降は農商務省鉱業局『本邦鉱業
一斑』明治39年版～明治41年版。

（注）  1905年までは大阪鉱業全体の販売量であり、それ以降は高昌鉱山の産出
量を示している。銀の単位は匁、それ以外は斤。
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円）。減資といっても、払込資本金の減額は１万7,000円程度でしかない。より重要なのは、この減資
によって株式総数が7,400株から2,700株へと減少したことであろう。この後に筆頭株主となったのは、
尾崎義方（482株）であった（前掲表２）。資料上は、この半期間における大阪鉱業株式の売買は36株

（３名）に過ぎないことになっているが、資料の別の箇所では同期間において株主数が93名から65名へ
と減少しており、さらに第２位の株主であった備仲も10位圏外に去っており、明らかに不自然であ
る 25）。減資の方法について詳らかにすることはできないが、この時点で逸身家グループによる持株上
の優位が確定した。尾崎は逸身家と関わりの深い人物と推測されるので 26）、これと共立合資・笹部・
福本・高木の持株を合算すると1,145株となり、総株数の42％を占めることとなった。

しかし、福本社長時代は長くは続かなかった。1902年に、逸身銀行が破綻したためである 27）。前述
の通り、1898年下期時点での筆頭株主であった尾崎義方の持株は、1901年までに逸身佐一郎らに譲渡
されていたが、それらの株式は、いずれも1903年には清水栄次郎へと再度譲渡されている。それのみ
でなく、共立合資会社の持株や、さらには1901年時点で笹部、岩佐らの持株を譲渡されていた延原廣
吉の持株も、全株が清水に移動している。

その結果として、清水は1903年上期に1,202株を所有することとなり、その総株数に対する比率は６
割を超えた。清水栄次郎は大阪の有力な材木商であり、大正期には秋田木材株式会社の常務取締役な
どを務めていたほか、箕面有馬電気軌道株式会社（後の阪急電鉄株式会社）の監査役であったことで
も知られた人物である 28）。清水は、逸身家、そして逸身家が破綻後に頼った永田家それぞれと縁戚関
係にあった。逸身家については、二代佐一郎の結婚に際して、佐一郎の妻ミヤの生家荘保家の「親類
書」に栄次郎の父栄蔵の名前がある 29）。また永田家については、藤兵衛の妻である良（安田家の出身）
の弟である益次郎が、清水栄次郎家の分家である清水重三郎の姉に入婿し、清水益次郎となっている
関係がある 30）。

そもそも永田家は山林地主なので、大阪の有力材木商である清水とは取引関係があったが 31）、その

25） 前掲「考課状綴」を参照。
26）  1901年以降、尾崎の持株は、逸身佐一郎（四代佐兵衛の次男、豊之輔の父）、清水栄次郎といった逸身家・永田家に関

係の深い人物に譲渡されている（大阪鉱業株式会社「株券台帳・明治三十四年」68－19－4）。また尾崎は、共立合資と共
同で鉱区を所有していた日本炭礦株式会社の取締役を務めており、同社の清算にも関わっている（「日本炭礦清算一件」
68－18－74）。なお、尾崎はその後、1901年に大阪鉱業鉱務部長兼商務部長に就任し、06年に病没するまでその職にあっ
た（大阪鉱業株式会社「辞令書留」68－19－1）。

27） 逸身銀行の破綻と、その処理については、中西聡「逸身銀行の設立・展開とその破綻」逸身喜一郎・吉田伸之編『両
替商銭屋佐兵衛２　逸身家文書研究』東京大学出版会、2014年を参照。

28） 清水については、大阪木材新聞社編『浪速木材業史』大阪木材新聞社、1967年、井坂直幹君銅像建設会編『井坂直幹』
井坂直幹君銅像建設会、1922年、189頁、小川功「海と山のリゾート開発並進と観光資本家の興亡」『彦根論叢』第381号、
2009年、同「不在地主による遠隔地山林開発と森林鉄道」『彦根論叢』第415号、2018年、箕面有馬電気軌道株式会社・秋
田木材株式会社「営業報告書」各期などを参照。

29） 「親類書（荘保家側、親類）」（逸身喜一郎氏所蔵、大阪歴史博物館寄託逸身家文書、1－4－1－7）。なお、後の話ではあ
るが、清水栄次郎の長男潔は、荘保勝蔵の長女悦子と結婚しており、両家の関係が後々まで深かったことがうかがえる

（人事興信所編『人事興信録・第九版』人事興信所、1931年、シ64頁）。
30） 「安田家略系」（永田家所蔵文書）を参照。なお、前掲「考課状綴」などでは一部「清水益治郎」という記述があるが、

上記資料にしたがい、「益次郎」で統一している。
31） 木材取引のみでなく、1900年代における永田藤平（藤兵衛の父）と、清水栄次郎が経営する大阪清水銀行との手形取

引の記録も残されている（永田藤平「明治三十五年十月清水栄次郎取引袋」68－112－11）。 
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上にこうした縁もあった。さらに清水は、ほぼ同時点（1901年）において個人で銅鉱山鉱区を所有し
ており（20万535坪）、鉱山経営の経験を有していた可能性もある 32）。以上のような関係から、清水は
大阪鉱業の株式を引き受け、社長就任を受諾したものと推測される。

また、この時期には、初期に役員・支配人を務めた者がほとんど退場している。役員では、最後ま
で取締役を務めていた辻が1903年に退任し、持株も同年下期に売却している。翌年３月には、創業期
に支配人を務め、1901年からは「理事」という役職にあった河野貞五郎が依願解任となっている（慰
労金50円） 33）。初期の銅山開発の技術的な支柱となったのは、廣瀬・辻、その後は河野・岩瀬らであっ
たと思われるが、尾崎が鉱務部長となり、1900年代後半の大阪炭山時代に主力となる豊田義明・小西
嘉平らが経験を積みつつあるこの時期に、徐々に人材を入れ替えていったものであろう。

その後、1904年下期には逸身豊之輔が取締役に就任し、大阪炭山の経営が始まる07年上期には第２
位の株主となっている。これらは、いずれも福本元之助から譲り受けるかたちとなっている。福本は
いったん役職からはずれ、1905年下期より監査役に就任している。豊之輔は、二代佐一郎と（荘保）
ミヤの子である。この点で、逸身家のなかでは清水栄次郎との縁が深く、また佐一郎はミヤ没後に永
田藤兵衛の姉マスと結婚しているので、永田家ともつながりがあった 34）。さらに、逸身豊之輔は泊園
書院の出身であり、この点で同門の福本元之助とは叔父・甥の関係にあるのみでなく、学問上の先輩・
後輩の間柄でもあった 35）。こうした人間関係と、1905年当時で20代前半（1882年生まれ）という若さ
から、豊之輔に今後の大阪鉱業を担うことが期待されたのであろう。

（3）釧路炭田への進出
釧路での炭鉱経営については第４節で詳説するため、ここでは概略のみ記述する。そもそも、大阪

鉱業が釧路炭田に進出する契機となったのは、それまでの主力鉱山であった高昌鉱山の産出量が思わ
しくなくなってきたこと、そして共立合資がすでに釧路鉱区を所有していたこと、の２つであろう。

当該期における大阪鉱業の金属産出量については、前掲表３の通りである。1906年以降、「考課状
綴」に金属の販売量が明示されなくなるため、『本邦鉱業一斑』によって高昌鉱山の産出量を示してい
るが、明らかに衰退傾向にある。1908年以降は、『本邦鉱業一斑』にも掲載されなくなる。

こうした変化のなかで、釧路炭田への進出が図られた。1907年の営業報告には「逸身氏ガ或契約ニ
依リ設備ニ着手セシ北海道釧路町大阪炭山ハ拾月下旬ニ設備殆ンド完成セシヨリ拾壱月ヨリ開業セリ」
とあり、逸身家が所有していた鉱区をもとに、豊之輔が主導した事業であったことがわかる 36）。また、
翌1908年には永田藤平（藤兵衛の父親。福本元之助の義父）が取締役に選任されるのと同時に、大阪
鉱業の営業所（一般の会社でいうところの本社）を永田家の地元である奈良県吉野郡下市町に移転し

32） 渋谷隆一編『都道府県別資産家地主総覧・大阪編１』日本図書センター、1991年、282頁。
33） 前掲「株券台帳」、「辞令書留」を参照。なお、河野は1901年時点で「手当金」10円が支給されるのみであり（1903年に

おける尾崎の月給は35円）、すでに名誉職的な位置に退いていた可能性もある。
34） 永田家「昭和十六年親族名簿」（永田家所蔵）にも、逸身豊之輔の記載がある。
35） 横山俊一郎『泊園書院の明治維新』清文堂出版、2018年、219頁を参照。
36） 前掲「考課状綴」を参照。
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ている。下市町には逸身豊之輔も居住しており、これによって名実ともに大阪鉱業は「永田家・逸身
家の会社」となったといえる（ただし豊之輔は、同年より釧路に移住し、大阪炭山の陣頭指揮にあた
ることとなる）。

大阪炭山の出炭状況については第４節で詳述するが、1908年における約１万5,000トンから、1910年
代の３万トン代へと、かなり順調に成長したといってよい。しかし、後述するように、財務的な業績
の面ではまったくふるわず、大阪鉱業は釧路炭田進出以降、赤字続きとなった。業績の停滞のなかで、
まず1909年上期には清水栄次郎が社長を退任した（1910年には、取締役も退任）。しかし、その後も業
績不振が続き、1912年には大阪炭山の担当重役であった逸身豊之輔が取締役を退任した。この間、清
水と交替に畠山壽太郎が就任、1911年の清水の復帰後に古子喜十郞が死去、さらに豊之輔の退任時に
安田行蔵が新任となるなど、頻繁に取締役が入れ替わった。畠山は吉野の山林地主であり、永田家の
親戚でもあった。永田藤兵衛が頭取を務める吉野銀行の取締役なども兼任している。安田は、永田藤
兵衛の義弟であった 37）。深刻な経営不振のなかで、若い豊之輔を更迭したうえで、永田家と密接な関
係のある人物のみで取締役が構成されることとなった。さらに、1913年上期には新たに支配人として
加藤光三郎が就任し（1912年より大阪炭山詰）、事業の立て直しが図られた 38）。こうした甲斐もあっ
て、1913～15年には年産４万トン近い出炭量へと成長し、釧路炭田随一の炭鉱となったのである。

その後、1916年には、三井鉱山株式会社が大阪炭山を33万円で買収することとなった。大阪鉱業は、
この時期までに他の金属鉱山をすべて休業・売却していたので、この時点で同社は事業を終えている
ものと思われる 39）。

３．大阪鉱業の財務状況

（1）大阪鉱業の資本 ･負債と資産の推移
本節では、大阪鉱業の財務状況の推移について、貸借対照表・損益計算書をもとに、詳細に検討し

ていく。
まず、貸借対照表上の主要項目から確認していこう（表４）。資本金については、当初９万8,000円

（３万6,750円払込済）で設立された。前述のように、その１年後には37万円（９万2,500円払込済）へ
と大幅な増資を行っている。しかし、資産勘定の推移や、株式の払込状況（1898年まで全く払込がな
されていない）ことなどをみても、この増資が過大なものであったことは明らかである。創立後初の

37） 畠山については、「親類書」（逸身家文書１－８－18）を参照。安田については、前掲「安田家略系」を参照。安田行
蔵は、清水益次郎の実弟であるので、清水栄次郎との縁も深い。

38） 加藤は、1908年４月～1909年６月の間、下市町助役（同時期の町長は畠山壽太郎）を務めた人物と同一と思われる（下
市町史編纂委員会編『大和下市町史』下市町教育委員会、1958年、763頁）。

39） 前述した大分炭鉱以外については、創業時より所有していた上関鉱山（高知県）は1898年より請負とし、1900年に1,200
円で売却、黒石鉱山（奈良県吉野郡）は1900年より請負、04年より再稼行、08年より休鉱、12年に売却、高昌鉱山（滋賀
県）は12年より請負、13年に売却、米原鉱山（高知県）は01年より休鉱、同年に矢野荘三郎他に3,000円で売却、古田鉱
山は1912年に売却。前掲「考課状綴」を参照。清算時期は明らかではないが、1917年の『日本全国諸会社役員録』に同社
は掲載されていない。
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欠損を計上し、経営者が交代した直後の1898年下期には13万5,000円（８万1,000円払込済み）へと、公
称資本金は大幅に減額されることとなった。さらに、1900年下期・01年上期と連続して欠損を計上し
た後、10万円（６万3,792円払込済）へと小幅に減資している。以後は、清算時まで公称資本金は同額
であった。減資については、欠損が生じたことへの財務的な対応とみることもできるが、前述の通り、
減資前後で株主の構成が大幅に変化しており、この点を狙ったものとみることもできる。積立金は、
当初は順当に積み立てられており、1899年には「鉱区代償却準備積立金」も計上されていたが、欠損
続きの1912年下期には積立金全体がゼロになっている。とりわけ1900年代後半に、急激に財務状況が
悪化していることがみてとれる。

この点は、負債も同様である。創業期には4,600円の借入金が計上されているが、これは翌期には返
済している。それ以後も、何度か計上されるものの、金額も小さく、また早期に返済されていた。借
入先については「総勘定元帳」に記載されているが、現在確認できている最古の元帳は1897年のもの
である 40）。同年の借入先を検討すると、件数では逸身銀行が多く、延べ１万2,000円以上にのぼる。前
述した通り、この時期には逸身家の人脈が経営陣には現れていないが、資金面では当初よりこの事業
に関わっていたことがわかる。ただし、借り入れたさきから返済しており、一件の金額も1,000円に満
たないものがほとんどであった。総じて、運転資金の短期の借入であろう。他には、第十七銀行、泉
屋銀行などの銀行に加え、関西コーク、辻吉敬など、経営陣の関連会社や経営者個人からの借入も目
につく。

こうした状況が大きく変わるのは、釧路炭田に進出する1907年以降である。同年には５万円もの借
入金が計上されており、以後ほとんど減少しないまま、最大時には７万5,000円まで増加している。1912
年５月末時点での内訳を示すと、吉野銀行４万円、逸身豊之輔6,500円、古子進2,500円、合計４万9,000
円であった 41）。逸身・古子からの借入金は1914年までに返済されているが、同時期に吉野銀行からの
借入は６万円まで増額、さらに永田藤兵衛より２万円、榎本武憲より鉱区代金の借入１万800円などが
加算されている（ただし、順次返済もしている）。吉野銀行は永田藤兵衛が頭取を務める銀行であり、
藤兵衛個人からの借入も含め、この時期には永田家関係の資金に依存しきっていることが明瞭である。
また当該期には、借入金のみでなく、銀行勘定（負債）についても増加しており、1913年上期には２
万5,000円以上にのぼっていた。

次に、資産項目を確認していこう。鉱山会社なので、資産の中心は鉱区である。創業期の約２万
4,000円から、鉱山の買収などにともなって約７万円まで増加したが、以後は1903年上期に１万円ほど
の減額があり、その後は長く同額の時期が続いている。注目すべきことは、1912年までの「鉱区」勘
定には、炭鉱の鉱区が含まれていない、という点である。このため、本来であれば釧路炭田進出期に
は増加するはずの「鉱区」が、同期間にかえって減少を示している。これについては、地所・建築・
器械・什器なども同様であった。いずれも釧路進出期に目立った動きがなかったのは、同様の理由に

40） 大阪鉱業株式会社「明治三十年一月・総勘定元帳」（68－281－3）。営業報告は半期ごとになされているが、総勘定元帳
は１年分で作成されている場合が多い。 

41） 大阪鉱業株式会社「明治四拾五年六月起・借入金明細簿」（68－19－8）。



－99－

明治期における中小鉱業経営

よる。これは、大阪炭山に属する資産について、「大阪炭山（仮出金）勘定」に計上されていたためで
ある 42）。これによって同勘定は1907年下期に６万円以上を計上しており、その後も増加して最大時に
は約７万6,000円にものぼった。しかし、その翌年の1913年上期には、約２万円へと大幅に減少してい
る 43）。と同時に、上述した地所などの勘定がその分増加している。同期は、逸身豊之輔が退任した直
後であり、それにともなう経営改革により、大阪炭山に属する諸資産も他鉱山と同様の扱いとなった
ことが示されている。裏を返せば、豊之輔がその経営を主導した1908～1912年については、大阪鉱業
のなかに「大阪炭山」という別会社が存在しているに等しい状態にあったのである 44）。大阪炭山内部
の財務については、経営改革の内容とあわせ、次節で詳細に分析する。

金属鉱山の鉱区は1900年代前半より多くが売却されていったので、それにともなって諸鉱山（高昌・
黒石・古田）勘定や、鉱山関係の貯蔵品勘定も減少していき、1912年上期を最後に計上されなくなる

（貯蔵品については、1913年上期より貯炭などが計上される）。当初は金属鉱山を中心に創業・経営さ
れてきた大阪鉱業であったが、最終的には純然たる炭鉱企業となっていたのである。

（2）大阪鉱業の損益の推移
次に表５によって、大阪鉱業の収支、および損益を確認していこう。貸借対照表と同様に、こちら

も金属鉱山経営期と、炭鉱経営期では大きな差異がある。創業当初より半期で3,000円以上の利益を計
上し、1897年上期には１万円を超える利益をあげている。これは、好景気の影響もあり、製銅売却代
が順調に伸びていったことが大きいだろう。その直後の1898年上期には、製銅売却代の減少と並んで、
貯蔵品繰越の金額が半減していることなども影響して損失を計上している。赤字は一時的なものであっ
たが、全期間で最高の利益をあげた1898年下期以降は5,000円未満の利益が続き、1900年のような不況
期には、再度小幅な赤字を経験することもあった。これは、全体として「製銅売却代」がふるわなかっ
たことによるものが大きい。コスト面では、製炭費が増加した時期にコークスが導入されるなど、種々
の工夫が試みられており、この点は「製銅売却代」と「鉱山諸経費」の比率をみても、一定の効果は
あったようにみえる。しかし、そもそもの産出量がふるわない状況（前掲表３）では、業績が停滞す
るのは当然である。この点で、1900年代半ばに炭鉱経営へと業態を転換したことは、着想としては誤
りではないだろう。

損益計算書についても、1912年までの大阪炭山の状況は全くあらわれていない。唯一、1907年下期
に「大阪炭山収入」として、1,923円が計上されているのみであった（表５上では、「その他収入」に
含まれる）。つまり前項でみたように、大阪炭山に巨額の資金を固定しながら、大阪鉱業の損益計算書

42） 同勘定が設けられる直前１年間における仮出金勘定の増加も炭鉱開発によるものであり、1907年以降は大阪炭山勘定
へと振替えられたものと推測する。

43） 実際の資料では大阪炭山勘定が5,782円、坑道起業費が１万4,547円であったものを、あわせて表示している。坑道起業
費は、当期に大阪炭山勘定から独立して計上され、翌期に償却されている。

44） 大阪鉱業の「総勘定元帳」とは別に、大阪炭山の「総勘定元帳」が作成されており、そこでの数値の動きについては、
（「大阪炭山勘定」の増減以外は）株主向けの「営業報告」には公開されていない。また、よりわかりやすい事例では、大
阪炭山で用いられている社用箋には「大阪炭山鉱業事務所」と印字されており、そこに表示されている社章も大阪炭山
独自のものであった。
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滓
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収
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収
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鉱
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叺
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が
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・
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が
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。
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、
表

４
の

数
値

と
は

一
致

し
な

い
。
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上においては、炭鉱の収入も支出も計上されていない、という状況が続いていたのである。その他の
鉱山はいずれも先細りであったから、当然ながら「製銅売却代」は1900年代後半にかけて減少してい
き、1911年下期には０になる。同期などは、「収入」のほとんどが「貯蔵品繰越」という有様である。

こちらも「売炭代」や、「開坑費」（ここでは、石炭採掘にかかったコストということになろう）が
正常に記載されるようになるのは、豊之輔退任後の1913年上期からであった。ただし、その直前の1912
年下期には興味深い動きがある。同期には、高昌鉱山の処分損金、黒石鉱山の売却損金など、多額の
支出が計上されているが、これに対応して、積立金より２万円以上の「受入」が計上されている。こ
の操作により、前掲表４にみたように、大阪鉱業の積立金は０になったのである。こうした操作を経
ても、同期は約２万3,000円の赤字であった。財務面では、限界に近い状況にあったといえよう。

しかし、経営改革とこの損失処理によって、財務状況は大幅に好転した。1913年より「売炭代」は
増加し、第一次世界大戦期には好況の影響も受けつつ、約13万円を記録しているのである。その結果
として1915年には、最大で５万円近かった累積損失（14年上期より、「当期損失金」に累積損失が表示
される方法に改められている）が、１万円台にまで低下していた。

（3）利益金処分
表６は、大阪鉱業の利益金処分について示している。創業から1897年までは順調に利益が増加して

おり、それにともなって配当、賞与、および内部留保の積立も、順当になされている。配当率は、1897
年上期まで10％を超えており（特に、1895年下期は増資前のため、20％以上の高率である）、また賞与
金も1,000円が計上されている期があった。

一度目の転機となったのは、最初の赤字である1898年上期である。この期は、１万7,000円というこ
の規模の企業としては巨額の赤字を計上しているが、これについては別途積立金の取り崩し（7,000円）
によって対応している。

翌98年下期は、前期をカバーする約１万6,000円の利益があがったため、内部留保を再開しただけで
なく、「鉱区代償却準備積立金」として１万円が計上されている。ただし、配当についてはこの期が
５％程度、翌期も７％と控えめであった。また、1899年下期～1902年上期については、利益金の有無
にかかわらず、賞与金が計上されていなかった。1900年下期・01年上期については、再度赤字に転落
しているが、これについては（赤字が小幅だったこともあるが）内部留保の取り崩しを行わずに累積
損失として処理しつつ、1901年には解消している。この時期は、福本元之助を中心とする逸身家の人
材が経営を掌握した時期であるが、ここから清水社長期の前半（釧路炭田進出以前）については、そ
れ以前と比較して利益金の水準も低かったものの、配当率も低め（３～６％程度。利益があっても無
配である期も複数ある）に維持し、相対的に内部留保を厚めにしている（赤字の期以外は常に積立を
維持しており、1902年下期以降は鉱区代償却準備積立金も毎期計上している）という特徴があった。

それ以後の大阪炭山期については、前述の通り、1913年下期まで一貫して赤字である。この間、赤
字は累積損失として扱われ、最大時の1913年下期には約４万8,000円まで膨れあがっている。当然なが
ら、配当・賞与金も、内部留保もまったくない一方で、1912年には損失処理のため、積立金をすべて
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表６　大阪鉱業の利益金（損失金）処分
（単位：円）

当　期
利益金

（損失金）

前　期
繰越金

（累積損失）
鉱区売買
利益金 小 計 賞与金 積立金 別　途

積立金
鉱区代償却
準備金

株　主
配当金 小 計

後　期
繰越金

（累積損失）
1895年上期 3,146 3,146 327 491 2,000 2,818 328
1895年下期 3,524 328 5,250 9,102 350 529 4,900 5,779 3,323
1896年上期 3,811 3,323 7,134 380 570 5,163 6,113 1,021
1896年下期 9,651 1,021 10,673 300 410 5,000 4,625 10,335 338
1897年上期 10,459 338 10,797 1,000 1,550 2,150 5,550 10,250 547
1897年下期 3,533 547 4,080 350 500 2,775 3,625 455
1898年上期 -17,024 455 -16,570 -7,000 -7,000 -9,570
1898年下期 15,868 15,868 300 2,400 10,000 2,025 14,725 1,143
1899年上期 5,208 1,143 6,350 520 900 2,835 4,255 2,095
1899年下期 2,786 2,095 4,881 500 2,025 2,525 2,356
1900年上期 1,086 2,356 3,442 500 500 2,942
1900年下期 -4,370 2,942 -1,428 -1,428
1901年上期 -1,999 -1,428 -3,427 -3,427
1901年下期 1,037 1,037 200 200 837
1902年上期 1,177 837 2,014 200 1,000 1,200 814
1902年下期 3,137 814 3,951 310 600 1,500 1,000 3,410 541
1903年上期 4,114 541 4,655 400 500 1,500 1,300 3,700 955
1903年下期 2,034 955 2,989 200 500 1,000 1,000 2,700 289
1904年上期 955 289 1,244 300 500 800 444
1904年下期 1,387 444 1,831 130 200 300 1,000 1,630 201
1905年上期 3,979 201 4,180 400 500 1,200 1,600 3,700 480
1905年下期 4,008 480 4,488 400 500 1,000 2,000 3,900 588
1906年上期 4,320 588 4,908 400 500 1,500 2,000 4,400 508
1906年下期 3,503 508 4,011 350 500 500 2,000 3,350 661
1907年上期 3,896 661 4,558 380 500 500 2,400 3,780 778
1907年下期 656 778 1,434 300 1,000 1,300 134
1908年上期 -7,988 134 -7,854 -7,854
1908年下期 -1,840 -7,854 -9,694 -9,694
1909年上期 -1,229 -9,694 -10,923 -10,923
1909年下期 -206 -10,923 -11,129 -11,129
1910年上期 -1,919 -11,129 -13,047 -13,047
1910年下期 -1,304 -13,047 -14,351 -14,351
1911年上期 -1,378 -14,351 -15,729 -15,729
1911年下期 -1,267 -15,729 -16,996 -16,996
1912年上期 -912 -16,996 -17,908 -17,908
1912年下期 -23,380 -17,908 -41,289 -41,289
1913年上期 -5,758 -41,289 -47,046 -47,046
1913年下期 -468 -47,046 -47,515 -47,515
1914年上期 （11,880） -47,515 -35,635 -35,635
1914年下期 （10,774） -35,635 -24,861 -24,861
1915年上期 （10,776） -24,861 -14,085 -14,085

（出所）表１に同じ。
（注）1914年上期～15年上期の「当期利益金」については、「当期損失金」と「累積損失」の差額を表示している。
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吐きだしている。
経営改革後の1914年上期以降は、ようやく単年での利益が生みだされており、これによって累積損

失は減少していった。1915年下期の営業報告については未見であるものの、大阪炭山が買収される1916
年上期の財務諸表では、わずかだが前期繰越金が計上されているので（表７参照）、買収直前のこの時
期にいたってようやく累積損失が解消されたことがわかる。

（4）炭鉱の売却
前節にみた通り、1916年３月には、大阪炭山（企業としての大阪鉱業でなく、釧路にある大阪炭山

の鉱区・設備を指す）が三井鉱山に買収されている。その取引があった期の財務諸表は、表７の通り
である。まず損益計算書をみると、三井鉱山より33万円が支払われている 45）。支出としては、鉱区や
地所の消却が多額を占めているが、そうした費用に加えて、約６万6,000円という多額の「慰労報酬」

45） 契約上の代金は33万円であるが、「引継書」によると、貯炭代・調度物品代など約２万4,000円を、三井鉱山が大阪鉱業
に支払うこととなっている。先行研究において売買価格が「35万円」とされているのは、こうした諸費用も含んだ金額
となっているためかと思われる（「大阪炭山引渡ニ関スル諸雑書類」68－18－35）。

表７　1916年上期損益計算と貸借対照表 （単位：円）
収　　入 支　　出

売炭代 46,663 鉱区消却 170,273
雑収入 17,785 地所消却 4,760
炭山譲渡代金 330,000 道路消却 2,900
前期繰越金 17 建物消却 9,497

機械消却 22,971
什器消却 1,831
税金 1,729
旅費 797
慰労報酬 65,936
利息 655
諸損失 47,618
繰越炭代 11,123
給料 1,252
倉庫費 1,037
叺代 1,042
運炭費 9,045
売炭費 348
借地料 797
開坑費 11,573
修繕費 436
諸雑費 3,390
純益金 25,458

合計 394,464 合計 394,464

借　　方 貸　　方
払込未済株金 22,000 資本金 100,000
地所 1,000 仮出入勘定 21,329
銀行勘定 8,580 当期利益金 25,457
預け金 115,018
什器 94
金銀有高 95
合計 146,787 合計 146,787

出所）大阪鉱業株式会社「大正五年上半期・第四拾参回報告書」（68－18－5）。



－104－

経　済　学　研　究　　第85巻　第５・６合併号

も計上されており、こうした諸費用を差し引いた上で、約２万5,000円の利益を計上したのである。な
お、「当期間事業ノ経営ハ壱、弐両月間ニシテ大阪炭山譲渡ト供ニ北海道ニ於ケル事業経営終了ヲ告ゲ
タ」とされており 46）、売炭代、売炭費などの事業にかかる収支は、２ヶ月分であることが記載されて
いる。

次に貸借対照表を確認すると、借入金が消滅している一方で、預ヶ金が約12万円以上計上されてい
るのをはじめとして、10万円以上の資産が残存していた。借入金については、前掲表４にみたように、
1915年上期末時点で５万円が計上されていたが、吉野銀行からの借入金３万円については1916年２月
26日に「全部支払」、永田藤兵衛からの２万円については1915年10月２日、11月13日に１万円ずつ返済
されている。また、大阪鉱業の借入金には計上されていないものの、榎本武憲への釧路鉱区代支払い
が1915年末時点で8,100円残っていた。これについては、1916年３月29日に「三井鉱山株式会社ヨリ支
払」とある 47）。つまり、永田家よりの借入は三井による買収前に処理されており、吉野銀行、榎本分
については炭山売却時に処理されていたことがわかる。以上の通り負債を整理した上で、10万円以上
の資産が残された、ということになる。財務状況が確認できるのはこの期までであり、大阪鉱業がそ
の後どのように清算されたのか、現時点で明確にできない。ただ、1916年上期末時点での財務状況か
らして、経営者、および出資者に対しては、相応の分配がなされたものと推測される。

以上の分析においては、1908年上期～1912年下期までの期間において、なぜこれだけ損失が拡大し
ていったのか、明らかにできていない。これは既述の通り、当該期間においては大阪炭山における操
業・売炭活動などを「大阪炭山（仮出金）勘定」に一括して大阪鉱業の「営業報告」に記載していた
ためである。次節では、大阪炭山の諸帳簿、および大阪鉱業本社や永田藤兵衛との往復文書を利用し
つつ、その経営状況を明らかにしていく。

  （以下、次号）

【付記】本稿は、日本学術振興会科学研究費基盤研究（Ｂ）「大正・昭和期における住宅関連産業の展
開と「暮らし」の変容に関する総合的研究」（研究課題番号：17H02552、研究代表者：中西聡）によ
る研究成果の一部である。

〔九州大学大学院経済学研究院　准教授〕

46） 大阪鉱業株式会社「大正五年上半期・第四拾参回営業報告書」（68－18－5）。
47） 以上については、前掲「借入金明細簿」による。また、この点については大阪鉱業と三井鉱山の契約書においても明

記されている（前掲「大阪炭山引渡ニ関スル諸雑書類」）。なお、それまでの榎本への鉱区代借入とその支払については、
「大阪炭山勘定」に計上されていたものと推測する。


